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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、サービス・マーケティングや顧客満足研究、競争戦略論を用いて、企業の視点
にもとづき、近年注目されている価値共創理論を批判的に論じつつ、かつ新たな価値共創モ
デルを提起した、きわめて意欲的な研究である。そこでは顧客と企業により共創される価値
（以下、共創価値）と企業が提案する価値（以下、提案価値）が、相互影響しながら価値を
向上させる構造と動態が明らかにされている。 
本論文は序章および終章と 7 章 22 節からなっている。章別構成は下記の通りである。 
 
序章 問題の所在と論文概要 
第Ⅰ部 理論編 
第 1 章 サービス・マーケティング研究 
第 1 節 サービス・マーケティングの進展              
第 2 節 S-D ロジックにもとづく価値共創理論              
第 3 節 サービスの特性と品質                    
第 4 節 サービス資源とサービス構造                 
第２章 顧客満足研究 
第 1 節 顧客満足研究の進展                     
第 2 節 顧客満足の定義                     
第 3 節 顧客満足とサービス品質                 
第 4 節 顧客満足の構造                     
第 3 章 提案価値の向上をともなう価値共創プロセス：仮説と研究方法 
第 1 節 共創価値の変化と提案価値の向上                        
第 2 節 サービス価値共創プロセスの仮説                
第 3 節 事例の選定と調査・分析方法                        
第Ⅱ部 事例編 
第 4 章 物資源をコア・サービスとするスーパーホテル 
第 1 節 スーパーホテルの概要                                
第 2 節 観察された事例                                        
第 3 節 事例研究のまとめ                                        
第 5 章 情報資源をコア・サービスとするスターフライヤー  
第 1 節 スターフライヤーの概要                                
第 2 節 観察された事例                                        
第 3 節 事例研究のまとめ                                        
第 6 章 人資源をコア・サービスとするオルビス 
第 1 節 オルビスの概要                                        
第 2 節 観察された事例                                        
第 3 節 事例研究のまとめ                                        
第 7 章 仮説検証と考察 
第 1 節 仮説検証                                                
第 2 節 仮説検証に基づく考察                                
終章 結論、貢献と残された課題 
参考文献 
 
以下、この構成に従って、論文内容の要旨をまとめる。 
序章「問題の所在と論文概要」では、本論文の開題ともいうべき位置づけにもとづいて問
題意識や目的、論文構成が述べられている。 
第 I 部「理論編」は、サービス・マーケティング研究や顧客満足研究などの先行研究のレ
ビューにもとづいて提案価値の向上をともなう“価値共創プロセスモデル”を構築し、それ
をふまえて本研究における仮説を設定するとともに、実証方法としては定性的アプローチ
を提示している。 
第 1 章「サービス・マーケティング研究」では、価値共創理論に関する先行研究から、価
値共創プロセスにおける提案価値および伝達手段の重要性を示し、そしてサービス・マーケ
ティング研究を整理することで、伝達手段として用いられるサービスの特性や構造を明ら
かにした。 
第 2 章「顧客満足研究」では、顧客満足研究に関する先行研究にもとづき、価値共創プロ
セスにおいて顧客満足を用いる意義や顧客満足の構造を明らかにした。顧客満足の構造に
関しては、これまでさまざまな先行研究が行われてきたが、本研究では労働の 2 要因理論
にもとづく機能充足仮説を採用した。機能充足仮説にもとづくと、顧客満足は「当たり前機
能」(満足にならず不満に陥る)、および「魅力的機能」(不満にならず満足になる)の充足度
により満足水準が決定されるのであり、双方を充足することで顧客満足が得られる。 
第 3 章「提案価値の向上をともなう価値共創プロセス：仮説と研究方法」では、価値共創
理論にサービス・マーケティング研究、顧客満足研究および競争戦略論の理論的枠組みを付
加することで、提案価値の向上をともなう“ダイナミックな価値共創プロセス”、そしてサ
ービス資源の生産時期の相違が価値共創プロセスにもたらす影響を仮説として導出した。
そして、仮説検証のための研究方法を論述した。本論文は定性的研究のなかでも理論実証型
研究法にもとづき、先行研究をふまえて導出した仮説を事例研究により検証した。なお、検
証には質的比較分析を用いている。 
第Ⅱ部「事例編」は、第Ⅰ部で導出した仮説を事例研究にもとづき検証している。なお、
事例研究のデータ収集には半構造化インタビューを用い、書籍や雑誌記事、ＨＰなどの二次
データも参考にしている。 
第 4 章「物資源をコア・サービスとするスーパーホテル」では、「物資源」によるサービ
スを中心価値とするスーパーホテルの事例研究を行っている。「物資源」によるサービスか
ら 3 事例、「情報資源」によるサービスから 1 事例、「人資源」によるサービスから 1 事例
を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、競合他社による模倣の事例を整理し
た。 
第 5 章「情報資源をコア・サービスとするスターフライヤー」では、「情報資源」による
サービスを中心価値とするスターフライヤーの事例研究を行っている。「物資源」によるサ
ービスから 2 事例、「情報資源」によるサービスから 3 事例、「人資源」によるサービスか
ら 2 事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変化、競合他社による模倣の事例
を整理した 
第 6 章「人資源をコア・サービスとするオルビス」では、「人資源」によるサービスを中
心価値とするオルビスの事例研究を行っている。「情報資源」によるサービスから 3 事例、
「人資源」によるサービスから 2 事例を抽出し、提案価値、伝達手段および共創価値の変
化、競合他社による模倣の事例を整理した。 
第 7 章「仮説検証と考察」では、4 章から 6 章において収集した事例にもとづき、質的比
較分析を用いることで仮説を検証し、考察を行った。 
終章「結論、貢献と残された課題」では、これまでの結果を踏まえたうえで、本研究にお
ける理論的・実務的貢献および今後の課題について論述している。 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 本論文で喜村氏は、サービス・マーケティング研究、顧客満足研究、競争戦略論、とりわ
け近年注目されている価値共創理論などに関する先行研究を丹念にレビューする一方、サ
ービス資源の視点から典型的なものとして取り上げられた 3 つのサービス企業についての
深い洞察を通じて価値共創プロセスに関する考察を行っている。そこには以下の 4 点の理
論的貢献が見られる。 
第 1 に、企業を中心に消費者との間の提案価値を媒介とした価値共創プロセスを考察す
ることによって、企業視点からする新たな価値共創理論を提起した点である。先行研究では、
製品やサービスの価値を評価するとともに、企業が意図しなかった新たな価値を創出する
顧客とその行動にもっぱら研究の焦点が置かれてきたが、本論文では、企業がもたらす提案
価値とその向上の取り組みを通じて企業が価値共創プロセスに主体的・能動的に影響を及
ぼすことを明らかにした。 
第 2 に、顧客満足研究における機能充足仮説を共創価値理論に適用し、満足をもたらす
動機づけ要因である「魅力的機能」と満足を生み出さず不満をもたらす衛生要因である「当
たり前機能」という２つの機能を区別することによって共創価値概念をより具体的・現実的
なレベルで捉え直している。先行研究においてはこれら 2 つの機能は静的な概念として捉
えられてきたが、本論文ではこれらが現実には相互に関係しながら共創価値を構成する動
的なものとして再規定されている。 
第 3 に、価値共創の構造とその規定要因を識別することによって“ダイナミックな価値
共創プロセスモデル”を提示した点である。企業の生み出す当初の提案価値が起点になると
しても、共創価値は顧客欲求が向上することにより「魅力的機能」の「当たり前機能」への
変化や、「当たり前機能」の未充足が起きると満足水準は低下する。そしてその顧客欲求の
向上は競合他社による模倣によっても促進される。顧客と競争というこれら 2 つの要因と
企業側の「差別化」および「個別化」を通じた提案価値の向上や共創価値の変化というダイ
ナミズムが明らかにされた。 
第 4 に、価値共創理論において鍵をなすと考えられてきた製品やサービスという伝達手
段のもつ資源特性が価値共創プロセスに与える影響を具体的に示した点である。とくに伝
達手段の生産時期の相違は異なる価値共創プロセスをもたらす。すなわち、事前生産された
サービス（「物資源」・「情報資源」・マニュアル化された「人資源」）はサービスエンカウン
ターにおいて顧客ニーズに対応した新たな提案価値をつくりだせない。他方、同時生産され
るサービス（マニュアル化されない「人資源」）は、サービスエンカウンターにおいて顧客
ニーズに対応した新たな提案価値を即時的につくりだすことができるのである。価値共創
の態様もこれによって異なってくる。 
一方、本論文の実務的貢献としては、自社の伝達手段におけるサービス資源の特性や資源
の比率・組み合せがどのようなものか、それらが共創価値にいかなる影響を及ぼすかを的確
に考慮しなければならないことを示した点が挙げられる。教育やコンサルティングのよう
な同時生産のサービスでは共創価値の変化を直接的に把握できるが、ファーストフードや
化粧品などのように事前生産のサービスの比重が高いサービス業では直接的に共創価値の
変化を把握することができないため、企業は競合他社による模倣もふまえて共創価値の変
化に注意を払わなければならない。 
他方で、本研究には今後の研究の発展や広がりを考えた場合、いくつかの課題も見られる。
第 1 に、サービス研究は消費者行動研究と親和性があり、これまで顧客の視点からサービ
ス研究が行われてきており、顧客満足研究の成果も本論文の中にかなり取り入れられてい
ることからすれば、企業視点からの研究という本論文の立場にもとづくなら、企業の競争行
動やマーケティング戦略をもっと積極的に論ずべきであろう。単なるマーケティング・リサ
ーチを超えた企業側の「差別化」行動および「個別化」行動とそれらを通じた提案価値の向
上や共創価値の変化を具体的に展開していく必要がある。 
第 2 に、価値共創理論における出発点ないし焦点は、主体としての「顧客が価値を決定す
る」点にある。本論文では顧客満足概念を手がかりにしながら、そのことを提案価値と共創
価値の異同、「魅力的機能」と「当たり前機能」の区別と関連によって論じている。とはい
え、顧客満足は価値共創の誘因にはなるものの、あくまで提案価値に対する顧客の側での事
前期待の充足水準を示すものにほかならない。顧客満足の有無や水準が顧客と企業などの
協働による価値共創とどのように関連するかについてのより立ち入った議論が求められる。 
第 3 に、サービス・マーケティング研究は企業・従業員・顧客の三位一体の研究であると
も言われているが、同時生産される「人資源」に主に依存するサービス業では、共創価値の
変化を迅速に捉えて対応するためには、サービスエンカウンターである従業員の資質・能力
やモチベーションが大きな役割を果たす。本論文においてはスーパーホテルの事例研究や
「人資源による個別化」という主張などにこの点に関する言及が見られるものの、理論モデ
ルや仮説の中に明示的に取り入れられているわけではない。この点をふまえた理論枠組み
の拡張が求められるところである。 
第４は、本論文は実証分析の方法として事実発見型ではなく仮説検証型の定性的研究を
採用しているが、仮説の設定や内容、事例の数や取り上げ方、判断にやや恣意性、主観性が
認められることである。とくに「物資源」・「情報資源」・「人資源」というサービス資源軸に
もとづいてホテル、航空会社、コールセンターという 3 事例が選定されているが、サービス
に固有の特徴を抽出しようとすれば、やはり教育やコンサルティングなどの事例も含める
必要があるのではないだろうか。 
とはいえ、上記の課題は、逆に、喜村氏の今後のサービス・マーケティング研究がさらに
飛躍的に発展する可能性を秘めていることの証左でもある。全体としてみると、本博士論文
はサービス・マーケティング、顧客満足、競争行動などに関する最先端の研究分野における
既存研究に対して積極的かつ意欲的に挑戦し、新たな“ダイナミックな価値共創プロセスモ
デル”を構築することによって、価値共創研究に理論面および実証面双方で大きく貢献した
優れた学術論文であることは言うまでもない。 
 よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
 
